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　東京都では、次代の都内産業の礎となる技術・製品の創出を目指して、健康・スポーツ、医療・福祉、
環境・エネルギー、危機管理など、大都市・東京が抱える課題の解決に役立ち、国内外において市場
の拡大が期待される産業（大都市の課題を解決する産業）への都内中小企業の参入を促進する「次世
代イノベーション創出プロジェクト 2020」事業を平成 27 年度から実施している。
　本事業では、各分野における都市課題と技術・製品開発動向等を示した「イノベーションマップ」
を策定するとともに、新たなイノベーション創出の場として、都内中小企業を中心とした連携体の構
築を支援するため「交流会」を開催する。
　また、都内中小企業を中心とした連携体が、双方の知見・ノウハウ等を活用しつつ、イノベーショ
ンマップに沿って行う技術・製品開発を支援していく。
（本書は、平成 28 年度イノベーションマップの概要版である。）

交流会
◆成長産業分野における
技術・製品開発につい
て、大手メーカー等に
よる講演
◆大学・研究機関等の有
する技術シーズを紹介

 
東京都 大手メーカー等

都内中小企業

大学・研究機関

イノベーションのきっかけを提供

イノベーション
マップ策定

成長産業分野において東
京が抱える都市課題と、
技術・製品開発動向を提
示

～成長産業分野～

健康・
スポーツ

医療・
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環境・
エネルギー 危機管理

次
世
代
産
業
の
創
出

世
界
一
の
都
市
・
東
京

助成事業
都内中小企業を中心とした連携体
が行う技術・製品開発を長期にわ
たり支援

中小企業と他企業等との連携により、新たな技術イノベーションを創出
事業スキーム

「大都市の課題を解決する産業」について
　都は、「世界一の都市・東京」の実現を達成するための基本目標や政策目標を定めた「東京都長
期ビジョン」を 2014 年 12 月に策定した。　「東京都長期ビジョン」においては、以下の８つの都
市戦略を掲げており、「都市戦略６」の中で、世界一のグローバル都市の実現に向けて、「今後成
長が見込まれ」、かつ「都市の課題を解決する産業」分野として、健康・医療、環境・エネルギー、
危機管理が位置付けられている。

助成限度額：8,000 万円
　　　　　  （下限額：800万円）
助成率：２／３以内
助成対象期間：４年以内
※他企業・大学・公設試験研究
　機関等との連携が条件となる。

1 次世代イノベーション創出プロジェクト2020について

「東京都長期ビジョン」における8つの都市戦略

都市戦略1　成熟都市・東京の強みを生かした大会の成功
都市戦略2　高度に発達した利用者本位の都市インフラを備えた都市の実現
都市戦略3　日本人のこころと東京の魅力の発信
都市戦略4　安全・安心な都市の実現
都市戦略5　福祉先進都市の実現
都市戦略6　世界をリードするグローバル都市の実現
都市戦略7　豊かな環境や充実したインフラを次世代に引き継ぐ都市の実現
都市戦略8　多摩・島しょの振興
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背　　景　 課　　題 開発支援テーマ 代表的な技術・製品開発の例示※
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※開発支援テーマに合致していれば、例示したもの以外の技術・製品開発も対象となります。
※各機器やシステムの構成部品や部材等の周辺技術・製品の開発も対象となります。　「東京都長期ビジョン」「2020 年に向けた東京都の取組」に掲げられている課題を中心として、関係

各局の意見を参考にし、中小企業の技術・製品開発動向を踏まえて抽出した分野別の個別課題は以下
のとおりである。

分野別の個別課題について

・成人のスポーツ実施率及び生活習慣病等の予防
や改善につながる適切な身体活動量は5割にと
どまっている
・障害者スポーツを支える人材が不足している

・きめ細やかなアプローチによるスポーツの裾
野拡大による健康促進

・都民のスポーツ実施率70％達成に向けた取
組

・障害者スポーツの裾野拡大と理解促進

①スポーツ都市東京の実現に向けたスポーツ・　
健康増進に関する技術・製品の開発

各種スポーツに関する技術・製品、健康機器、健康管理シス
テム 等

②障害者スポーツに関する技術・製品の開発 障害者スポーツに関する技術・製品、バリアフリー・ユニバー
サルデザインに関する技術・製品 等

・高齢者人口は、2010 年の約 264 万人から
2025年には約327万人になると推計

・今後の急速な高齢化の進行に対応するため、急
性期・回復期・慢性期など患者の状態に応じた、
より質の高い医療の提供が必要である

・子供、高齢者、障害者等が地域で安心して生
活できる基盤整備

・高齢者等が自宅で自立した生活を送るための
介護・福祉用具の充実

①子育て、高齢者、障害者、外国人等の見守りに
関する技術・製品の開発

緊急通報システム、各種センシング技術、ネットワークカメ
ラ 等

②介護・福祉機器に関する技術・製品の開発 義肢・装具、パーソナル関連用具、コミュニケーション機器、
移乗・移動支援機器 等

高齢者人口の増大及び予防の重要性など患者
ニーズの多様化に伴う医療の効率化

③各種医療機器とその部品・部材に関する技術・
製品の開発

画像診断システム、生体現象計測・監視システム、医用検体
検査装置、処置用機器と生体機能補助・代行機器、各種医療
器具 等

・水素エネルギーの普及拡大に向けて、設備導入
コストや安価な水素の生産供給体制の整備など
の課題がある
・都内消費電力量に占める再生可能エネルギーの
利用割合は2012年度末で約6％である

・水素社会の実現に向けた燃料電池等の普及拡
大

・都内における省エネルギー化の更なる推進及
び再生可能エネルギーの導入拡大

①スマートエネルギーに関する技術・製品の開発
エネルギー管理システム、水素エネルギーシステム、再生可
能エネルギーシステム、コージェネレーションシステム、蓄
電池 等

最終処分場で埋められている年間124万トンの
廃棄物には、再生利用可能な資源も多く含まれる

持続的発展可能な都市の構築に向け、廃棄物の
発生抑制とリサイクルの推進 ②資源のリサイクルに関する技術・製品の開発 鉱物資源リサイクル技術、廃棄物系バイオマス技術、建設廃

棄物リユース・リサイクル技術 等

PM2.5 など一部の地域で濃度の低下が見られる
が環境基準達成率は依然低い

水と緑に囲まれ調和した都心の実現のため、一
層の大気汚染対策の実施 ③環境改善に関する技術・製品の開発 ＶＯＣ検出・処理に関する技術、代替フロンに関する技術、

水質改善技術、光触媒を用いた環境改善製品 等

首都直下地震等では、約517万人の帰宅困難者
が想定され、そのうち行き場のない約92万人の
受入施設の確保は官民合わせて約19万人にとど
まっている

・自助・共助の取組を通じた災害時の対応力向
上

・木造住宅密集地域における不燃化の実現
①防災・減災に関する技術・製品の開発

構造物の耐震化技術、落下・転倒防止技術、水害等防止対策
技術、火災・防火対策技術、その他技術（避難生活に関する
技術・製品） 等

近年は時間50ミリを超える局地的な集中豪雨が
頻発しており、更なる対応が求められる

・住民の警戒・避難体制を支援するソフト対策
の推進

・東京の外国人が安心・快適に生活するための
多言語化等のサポート

②災害時の情報提供・収集に関する技術・製品の
開発

コミュニティ無線、安否確認システム、災害情報収集・自動
処理・配信システム 等

少子高齢化などを背景に行政需要の増大が見込ま
れる中、維持管理・更新を適切に行うためには、
効率的・計画的な取組が求められる

・都市インフラの更新需要に対応するため、ライ
フサイクルコストの低減と更新時期の標準化

・災害に強い都市インフラ整備や環境負荷の少
ない都市づくり

③インフラメンテナンスに関する技術・製品の開発 非破壊検査技術、モニタリング技術、破壊検査技術、自己修
復材料等の新素材、その他補修技術 等

・高齢者を狙った特殊詐欺や女性を狙ったストー
カー犯罪の発生などにより、体感治安は十分改
善されていない

・サイバー犯罪の手口は、悪質・巧妙化し被害も拡大

・都民・来訪者などの全ての人々が治安の良さ
や生活の安心を実感できる都市の実現

・サイバーやテロ等への対策強化
④生活の安全・安心に関する技術・製品の開発

防犯カメラ・画像解析システム、侵入検知・出入管理システム、
情報セキュリティ、異物検出・混入防止システム、流通支援
システム 等
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 ア．現状と技術的課題
■「日本再興戦略 2016」において、新たな有望成長市場の創出の一つとして「スポーツの成長産業化」
が掲げられ、2015 年 5.5 兆円から 2025 年 15 兆円へと成長させる目標が設定されている。
■都では、オリンピック・パラリンピックの開催決定を契機に、「世界に存在感を示すトップアスリー
トの育成とスポーツ都市東京の実現」を目指し、大会後のレガシーも見据えた取組を進めている。
■スポーツ用品の高品質化や高機能化に加え、IT・健康・観光・ファッション等との融合、スポーツ
施設の整備に関する技術・製品、新たなスポーツの開発等が重要になっている。

 イ．今後成長が見込まれる技術・製品の代表例
■各種スポーツに関する技術・製品、健康機器、健康管理システム等

 ウ．技術・製品開発の動向と課題
■各種スポーツに関する技術・製品
　機能的素材（太陽光遮断性・吸汗性・速乾性等）の性能向上やコスト改善、ウェアラブル端末に
おける Virtual Reality（仮想現実）等の新技術の組み込み、用途開発、機器の小型化・軽量化、動
作時間の長時間化等の技術開発により、気軽にスポーツを楽しめる環境整備が期待される。

■健康機器
　生体情報の計測技術、計測装置の小型化・軽量化・ポータブル化・作動時の安定性、データ表示
のリアルタイム性、データ蓄積・解析の高性能化、スマートフォンとの連動等が期待される。

■健康管理システム
　各種データを一体的に扱う機能や利用しやすいインターフェース開発、企業等の従業員の健康管
理支援システムにおける情報セキュリティに関する技術等が期待される。

 エ．市場動向
■2015 年のスポーツ用品国内市場規模（メーカー出荷金額ベース）は、1 兆 3,964 億円 5,000 万円の見
込みとなっている。2016 年は、リオデジャネイロオリンピック・パラリンピックの開催を控えており、
前年比 102.3％の 1 兆 4,286 億 7,000 万円と予測され、2012 年から 5 年連続での市場拡大となる見通
しである。（スポーツ用品市場に関する調査結果 2016（（株）矢野経済研究所））
■家庭用健康管理機器で、健康管理サービスと連動する製品の多い製品分野の 2013 年国内市場規模
（メーカー出荷金額ベース）は、電子血圧計が 265 億円、電子体温計が 107 億円、体重体組成計が
233 億円の見込みである。（セルフケア健康機器市場に関する調査結果 2013（（株）矢野経済研究所））

 

分野：健康・スポーツ分野
テーマ①：スポーツ都市東京の実現に向けたスポーツ・健康増進に
　　　　　関する技術・製品の開発

化・軽量化・ポータブル化・作動時の安定性、データ表示
高性能化、スマートフォンとの連動等が期待される。

 ア．現状と技術的課題
■都では、2012 年 3 月に「東京都障害者スポーツ振興計画」を策定し、障害者スポーツの振興を進め
ている。世界で初めて 2 回目のパラリンピックを開催する都市として、競技志向の障害者アスリー
トの発掘や育成を進めるとともに、大会を契機としたノーマライゼーションの定着を目指している。
■障害者スポーツに関する技術・製品においては、障害の種類や程度に応じた品揃えや調整が必要と
なり、高い信頼性が求められるとともに、メンテナンスや使用者のアフターフォローのサービス対
応が重要となる。

 イ．今後成長が見込まれる技術・製品の代表例
■障害者スポーツに関する技術・製品、バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する技術・製品等

 ウ．技術・製品開発の動向と課題
■障害者スポーツに関する技術・製品
　障害者用スポーツ用品の主な製品分野としては、車椅子（陸上競技用・テニス用等）、義肢・義足（陸
上競技用・自転車用・卓球用等）、スキー補助器具等があり、トップアスリートをはじめとする競技
用の器具・用具だけではなく、障害者の生活をより豊かにする観点やリハビリの一環としての器具・
用具も期待される。

 エ．市場動向
■障害者スポーツ用車椅子は、日常生活用の車椅子を従来製作している複数の国内メーカーが開発・
販売をしている。障害者スポーツ用の義足は、海外メーカー製品を輸入していたが、2009 年に国内
の義肢義足メーカーが初めて国産製品を開発し、その後、国内大手スポーツ用品メーカーも開発に
取り組み始めているが、参入企業や販売数はまだ数少ない状況である。

■バリアフリー・ユニバーサルデザインに関する技術・製品　　
　視覚障害者のための触覚で分かる誘導ソフトマット、車いす
競技で床を傷つけないようにする保護シート（パネル）等、障
害者スポーツ実施を補完する幅広い技術・製品が期待される。

分野：健康・スポーツ分野
テーマ②：障害者スポーツに関する技術・製品の開発3 3

誘導ソフトマット

（錦城護謨（株））

発熱素材「ブレスサーモ」 スマートスポーツギア「Smart B-Trainer」

（（株）ミズノ） （（株）アシックス）

競技用車椅子(陸上競技用、テニス用)

（（株）オーエックスエンジニアリング）　

スポーツ用義足

（ミズノ（株）・（株）今仙技術研究所　共同開発）



 

次世代イノベーション創出プロジェクト2020イノベーションマップ (概要版 ) 次世代イノベーション創出プロジェクト2020イノベーションマップ (概要版 )
6 7

 ア．現状と技術的課題
■都の高齢者人口は、2010 年の 264 万人から 2025 年には 327 万人になると推計され、高齢者夫婦の
みの世帯や単身世帯、要介護高齢者等も含めて、支援を必要とする高齢者の増加が見込まれている。
このため、今後の地域包括ケアシステムの構築に向けては、専門機関による定期的な見守りだけで
なく、見守り機器によるサポートも重要な役割を果たすものと考えられている。
■見守り機器においては、誤報・誤用の低減、プライバシー情報の管理とセキュリティ対策、高齢者
の特性を踏まえたユーザビリティ向上、サポート環境の整備等が課題とされている。

 イ．今後成長が見込まれる技術・製品の代表例
■緊急通報システム、各種センシング技術、ネットワークカメラ等

 ウ．技術・製品開発の動向と課題
■緊急通報システム
　既存技術の応用による、シンプルな操作性とユニバーサルデザインの導入、機器の自動故障診断
等によるバックアップ機能の付加、緊急ボタンと送信装置との通信距離の延伸等が期待される。

■各種センシング技術
　音声、接触、マイクロ波、赤外線等のセンシング方法の多様化、生体情報を読み取る機器の開発
が進む中で、センサー端末の小型化、低消費電力化、信頼性の向上、低コスト化が期待される。

■ネットワークカメラ
　システム全体としての開発のほか、画質・視野角・動体検知精度といった基本性能の向上や、顔
認証技術に基づく個体識別を活用した多人数の見守りの実現等が期待される。

 エ．市場動向
■2014 年の見守り・緊急通報サービスの市場規模は 142 億円とされており、総医療負担減や高齢者の
QOL 向上に貢献する社会インフラとして、サービスの認知度は年々高まっている。今後も後期高齢
者や認知症高齢者、独居世帯等の増加に伴い、さらなる需要の顕在化が見込まれることから、2025
年には 227 億円規模まで成長すると予測されており、これに伴い見守り機器の需要も拡大するもの
と考えられる。（2015 年版　高齢者見守り・緊急通報サービスの市場動向とニーズ調査（（株）シード・
プランニング））

  ア．現状と技術的課題
■被介護者の生活動作を増やし、自立や社会参加に繋げることが求められる一方、介護者の身体的負
担や頻度の軽減等も求められ、被介護者・介護者の双方において、製品開発に対する期待は大きい。
■機器は、利用者の体型や障害度の違いに対応する必要から、多品種・小ロットとならざるを得ず、
製品のコストダウンが課題とされている。

 イ．今後成長が見込まれる技術・製品の代表例
■義肢・装具、パーソナル関連用具、コミュニケーション機器、移乗・移動支援機器等

 ウ．技術・製品開発の動向と課題
■義肢・装具
　3D プリンティング技術の急速な進化よる精密化・低コスト化や、軽量で耐久性の高い素材、アク
チュエータ、センシングに関する技術開発が期待される。

■パーソナル関連用具
　広範囲な日常生活用品が該当することから、今後も市場拡大に応じて、中小企業によるニッチな
ニーズに対応した製品開発が期待される。

■コミュニケーション機器
　様々な要素技術や言語処理技術（合成音声、OCR、文字入力、音声認識等）、画像認識技術の視覚・
聴覚関連への活用、ネットワーク技術を活用したコミュニケーション範囲の拡大等が期待される。

■移乗・移動支援機器
　センサー、駆動系、知能・制御系といった様々な要素技術と、それらを組み合わせる統合力のほか、
小型化・軽量化、デザイン性の付加、長時間稼働の実現、着脱の簡便化等が期待される。

 エ．市場動向
■2012 年度の福祉用具（狭義）の国内市場規模は 1 兆 2,346 億円と推計されており、今後も在宅介護
を希望する高齢者の増加に伴い、市場拡大が続くものと見られる。（2012 年度 福祉用具産業の市場
規模調査結果の概要（日本福祉用具・生活支援用具協会））
■介護福祉用ロボットの 2012 年度の国内市場規模は 1 億 7,000 万円（介護ロボット市場に関する調査
結果 2013（（株）矢野経済研究所））で、現時点の普及度は低いものの、2013 年に日本再興戦略の中
で策定した「ロボット介護機器開発 5 カ年計画」では、2030 年の市場規模の目標を約 2,600 億円と
しており、市場拡大が期待される。

分野：医療・福祉分野
テーマ②：介護・福祉機器に関する技術・製品の開発

像認識技術の視覚
等が期待される。

せる統合力のほか、
される。

分野：医療・福祉分野
テーマ①：子育て、高齢者、障害者、外国人等の見守りに関する
　　　　　技術・製品の開発4 4

マットセンサー（無線・有線）

（（株）ケアコム）

病棟業務支援プラットフォーム「NiCSS-R8」

（（株）ケアコム）

離床アシストロボット「リショーネ」

（パナソニック（株））

起立歩行アシストロボット（開発中）

（パナソニック（株））
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 ア．現状と技術的課題
■国は、国民が受ける医療の質向上のため、医療機器の研究開発及び普及促進に関し取組を進め、
2016 年 5 月に、医療機器政策に特化した基本計画を取りまとめた。
■医療機器においては、ユーザーである医療現場のニーズに対応した製品開発や開発後の審査への対
応、医療機関への販路開拓等が難しいことが課題である。

 イ．今後成長が見込まれる技術・製品の代表例
■画像診断システム、生体現象計測・監視システム、医用検体検査装置、処置用機器と生体機能補助・
代行機器、各種医療器具等

 ウ．技術・製品開発の動向と課題
■画像診断システム
　主要部品の高性能化、部品や装置の小型化及びポータブル化、画像イメージャー・診断アプリケー
ションの高機能化及びシンプル化、画像管理システムのソフトウェアの性能向上等が期待される。

■生体現象計測・監視システム
　患者への負担の少ない手法によるセ
ンシング技術、小型軽量化、ウェアラ
ブル化、IT 活用による高機能化等が
期待される。

■医用検体検査装置
　新しい検査手法の開発、分析性能の
高度化（微量分析）、測定・判定の迅
速化、部品の小型化、ポータブル化、
消耗品の代替材開発、IT 活用による
高機能化等が期待される。

■処置用機器と生体機能補助・代行機器
　埋め込み型カテーテルの留置期間の長期化傾向に対応した強度の向上、3D プリンタを活用した人
関節器具の骨モデルの作成等が期待される。

■各種医療器具
　メンテナンスや故障の少なさ、多品種・小ロット対応、複合・新機能材料による高度化（チタン化・
樹脂化・X線透過性等）、生体親和性の向上、従来品の高機能化等が期待される。

 エ．市場動向
■2014 年度の医療機器の国内市場規模は 2 兆 7,856 億円で、2009 年から 5 年連続でプラス成長をみせ
ている。2014 年の医療機器の国内生産額は 1兆 9,895 億円で、輸出金額が約 5,723 億円、輸入金額が
1兆 3,685 億円と、8,000 億円近い輸入超過に陥っている。（厚生労働省）

  ア．現状と技術的課題
■Ｇ７エルマウ・サミット（2015 年６月）の首脳宣言を踏まえ、都においても、温室効果ガスを 2050
年までに 2010 年比 40 ～ 70％を上回る削減を目指すことが必要である。
■また、環境負荷が少なく、様々な資源から製造できる水素エネルギーの普及に向けて、「水素社会の
実現に向けた東京戦略会議」を設置するとともに、広く施策を展開している。

 イ．今後成長が見込まれる技術・製品の代表例
■エネルギー管理システム、水素エネルギーシステム、再生可能エネルギーシステム、コージェネレー
ションシステム、蓄電池等

 ウ．技術・製品開発の動向と課題
■エネルギー管理システム
　電力小売の全面自由化に伴い、HEMS、BEMS等の導入拡大が期待される。従来からの「見える化」
に加え、ネガワット取引／電力融通等の新たなサービス、街区全体での最適化、エネルギーデータ
を活用した「見守り」等の周辺サービスも注目される。

■水素エネルギーシステム
　安定的・効率的な水素の製造・輸送・貯蔵・利
用技術の確立・普及に向けた低コスト化が期待さ
れる。
　将来的には、再生可能エネルギー由来の電力に
よるCO2 フリー水素の製造も期待されている。

■再生可能エネルギーシステム
 FIT 制度（固定価格買取制度）を契機に太陽光
発電の普及が急速に進んでおり、今後使用済みモ
ジュールのリサイクル等が課題となる。
　その他、系統負荷軽減等を目的とした自家消費
型の再エネ導入や地中熱等の熱エネルギーの分野も普及が期待される。

■コージェネレーションシステム
　EMS 等と連動した地域での熱を含めた総合エネルギー効率の向上、防災力の向上手段として注目
が集まり、アジアや東欧諸国等の海外での需要も高まっている。

■蓄電池
　蓄電池は電気自動車の動力源として、ネガワット取引／電力融通等の新たなサービスの拡大、再
生可能エネルギーの導入に伴う系統安定化ニーズの高まりにより需要が増加している。

 エ．市場動向
■国内でのスマートコミュニティの事業化に向けた動きが加速すると共に、BCP対応にも有効なスマー
トエネルギーシステムへの注目も一層高まり、構成機器市場をはじめとする EMS 関連市場の拡大
が予測される。（2013 エネルギーマネジメントシステム市場実態層調査（株）富士経済）
■燃料電池自動車、水素ステーション、水素発電などにより、水素エネルギーの市場は 2030 年に 1 兆
円程度、2050 年に 8兆円程度と大きく拡大することが期待される。（水素エネルギー白書（NEDO））

分野：環境・エネルギー分野
テーマ①：スマートエネルギーに関する技術・製品の開発

造 輸送 貯蔵 利
低コスト化が期待さ

ルギー由来の電力に
期待されている。

）を契機に太陽光

防災力の向上手段として注目

分野：医療・福祉分野
テーマ③：各種医療機器とその部品・部材に関する
　　　　  技術・製品の開発4 5

医療画像管理システム（PACS)
「Centricity Universal Viewer」

（GEヘルスケア・ジャパン（株））

「水素・燃料電池ロードマップ」

（経済産業省ＨＰ）



ファインバブル技術の作用と事例

(経済産業省ＨＰ)

元住吉駅での光触媒テント

（文部科学省ＨＰ）
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  ア．現状と技術的課題
■PM2.5 などの原因物質の一つである揮発性有機化合物（VOC）は、一定の濃度低下は見られるが、
環境基準が達成できていない測定局もあり、車両の給油時・走行時・駐車時における VOC の発生
抑制をはじめ、使用量の削減、使用したVOCの無害化・リサイクルなどが必要である。
■エアコン等に冷媒として使われる代替フロンは、高い温室効果を有するため、段階的な生産規制に G7
各国が合意。代替フロンの適切な管理と、代替フロンに替わる温暖化影響の低い冷媒が必要である。

 イ．今後成長が見込まれる技術・製品の代表例
■VOC 検出・処理に関する技術 、代替フロンに関する技術、水質改善技術、光触媒を用いた環境改
善製品等

 ウ．技術・製品開発の動向と課題
■VOC検出・処理に関する技術
　コスト・性能に優れた分解処理装置等の開発や、VOC 排出施設での日常管理や自主的取組の推進
に資するような、低価格、高感度、超寿命な測定器の開発技術が求められる。

■代替フロンに関する技術
　フロン類を大気中に漏らさず適切に回収・破壊・再生させる技術、フロン類に替わるノンフロン
発泡剤で断熱材を作る技術、自然冷媒を用いた空調・冷媒機器を導入・管理する技術が必要である。

■水質改善技術
　水処理薬品、生物、膜、ファインバブル等による水質改善技術により、下水処理や東京湾の環境
改善などが期待される。また、ファインバブル技術は広範囲の産業応用が進められている。

■光触媒を用いた環境改善製品
　光触媒は、環境汚染物質を分解・除去できる特徴がある日本で生まれた技術であり、VOC 除去効
果も期待できる。防汚、抗菌、空気浄化、水浄化など多方面の用途で商品化が進められている。

 エ．市場動向
■平成 27 年度環境経済観測調査（環境省）によれば、日本で発展していると考えるビジネスで「大気
汚染防止用装置・施設」、「下水、排水処理用装置・施設」が上位に入り、関心の高さが伺える。
■代替フロンは段階的な生産規制が求められており、低温室効果の冷媒を用いた大型冷凍倉庫、小売
店舗等の新築・改築に対する助成が進められている。（環境省）
■光触媒の市場規模は 2015 年度 1,000 億円とされ、更なる用途拡大が望まれる。（文部科学省） 
 

分野：環境・エネルギー分野
テーマ③：環境改善に関する技術・製品の開発
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  ア．現状と技術的課題
■2001 年に循環型社会形成推進基本法が制定されて以来、我が国では資源の 3R（リデュース・リユース・
リサイクル）の推進がなされてきた。なかでも廃棄後の処理が問題化している物品（家電、容器包装、
自動車など）については個別にリサイクル法を整備し対応を図っている。
■更なるリユース・リサイクルの推進のために、コスト低減、リサイクルフローの確立、新たなリサ
イクル用途の開発が必要であり、これらの課題解決に資する技術開発が期待されている。

 イ．今後成長が見込まれる技術・製品の代表例
■鉱物資源リサイクル技術、廃棄物系バイオマス技術、建設廃棄物リユース・リサイクル技術等

 ウ．技術・製品開発の動向と課題
■鉱物資源リサイクル技術
　廃棄物を回収・解体・破砕し、鉱物資源の選別・溶解・抽出を行う技術。回収率向上、リサイクルフロー
の確立、コスト低減を目的とした技術開発が求められており、具体的には選別作業の機械化技術な
どが挙げられる。

■廃棄物系バイオマス技術
　生ごみや木くず等の動植物から生まれた再生可能な有機性資源を、熱・ガス等に変換し利用する
技術。廃棄物の回収・不純物除去・選別・メタン発酵・バイオガス製造・消化液変換などの工程があり、
各工程の効率化、コスト削減に資する技術の開発が期待される。

■建設廃棄物リユース・リサイクル技術
　建設工事時に排出されるアスファルト塊、コンクリート塊、建設汚泥、建設発生木材を、建設資材（砕
石、コンクリート骨材等）やダンボール等製紙材料として再資源化したり、燃料化する技術。再生
骨材コンクリートへの加工技術をはじめとし、リサイクル材の新規用途開発が期待されている。

 エ．市場動向
■2015 年のリユース・リサイクル市場規模は 12.0 兆円であり、2020 年には 12.7 兆円と今後も堅調な
伸びが期待されている。（環境省）
■2020 年におけるアジアの都市ゴミ処理の市場規模は約 600 億ドルと試算されているなど（環境省）、
アジアをはじめ世界でのリサイクル市場の拡大が予想される。 

分野：環境・エネルギー分野
テーマ②：資源のリサイクルに関する技術・製品の開発
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5 5

銅・アルミの高度選別装置（透過X線ソータ） メタン発酵ガス化システム

（環境省HP） （一般社団法人日本ガス協会HP）
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  ア．現状と技術的課題
■首都直下型地震等においては、約 517 万人の帰宅困難者の発生および避難所の乱立が想定されてい
ることから、帰宅困難者や避難所の混乱を解消するために速やかな情報収集・発信手段等の重要性
が高まっている。
■近年では、時間 50 ミリを超える局地的な集中豪雨が頻発しており、より精度の高い災害情報発信と、
土砂災害時等における住民の迅速な避難を促す取組が急務となっている。
■訪日外国人の増加が見込まれることから、災害情報等を多言語で迅速に発信し、外国人に安全・安
心を提供することが求められている。

 イ．今後成長が見込まれる技術・製品の代表例
■コミュニティ無線、安否確認システム、災害情報収集・自動処理・配信システム等

 ウ．技術・製品開発の動向と課題
■コミュニティ無線
　SNS や双方向テレビ通信など
無線のデジタル化が進められて
おり、多様な通信ニーズに合わ
せて情報を双方向で通信できる
低廉なシステムの開発が期待さ
れる。

■安否確認システム
　災害発生時に家族や従業員等
の安否を確認するシステム。
　訪日外国人の増加に伴い、多
言語にも対応した安否確認シス
テムや、アクセス性が向上する
ような技術・製品が期待される。

■災害情報収集・自動処理・配信システム
　国や地方自治体が整備する災害情報基盤（「J-ALERT」「L-ALERT」）や地理空間情報（GIS）を
活用し、携帯電話・スマートフォン、サイネージ、カーナビ等多様なメディアに災害情報を効果的
に配信するシステム。災害エリア等では、情報収集手段としてロボット・ラジコンヘリ等の活用が
期待される。

 エ．市場動向
■事業継続／防災ソリューションの市場規模（事業者売上高ベース）は、2011 年度から 2018 年度ま
で年平均成長率（CAGR）2.5％で推移し、2018 年度には 2,234 億円に達すると予測されている。（事
業継続防災ソリューションの市場規模（株）矢野経済研究所）
■G空間関連情報の市場規模は、2020 年度までに 62.2 兆円に達すると推計されている。（総務省）
■デジタルサイネージの市場規模は、2018 年に 7,920 億円に達すると推計されている。（総務省） 

分野：危機管理分野
テーマ②：災害時の情報提供・収集に関する技術・製品の開発

  ア．現状と技術的課題
■国は、2020 年までに住宅や建築物の耐震化率を 95％とする目標を定めているが、2015 年の耐震化
率は 8割強（住宅 82％、その他建築物 85％）にとどまっている。
■「東京の防災プラン」では、2020 年までに「公共建築物等の耐震化を完了」、「住宅の耐震化　95％」「都
営住宅の耐震化　100％」「家具類等の転倒等防止対策実施率　60％」「整備地域内の不燃化　延焼に
よる焼失ゼロ」を目標としている。
■建物家屋や家具等の倒壊に加え、液状化、出火による延焼等の二次災害も想定される。また、地震
と同様に、集中豪雨による浸水・洪水被害や地震に伴う高潮等の水害の発生が懸念されている。

 イ．今後成長が見込まれる技術・製品の代表例
■構造物の耐震化技術、落下・転倒防止技術、水害等防止対策技術、火災・防火対策技術、その他技術（避
難生活に関する技術・製品）等

 ウ．技術・製品開発の動向と課題
■構造物の耐震化技術
　主な耐震化技術として「耐震技術」「免震技術」
「制震技術」があり、各工法に使われる部品・素
材（ゴムやダンパー等）の改良が求められている。

■落下・転倒防止技術
　天井の落下防止では、天井材の耐震化やワイ
ヤー・ネット等を活用した技術・製品があり、更
なる耐久性や低コスト化が求められる。

■水害等防止対策技術
　止水板、土のう、水のう等の軽量化、耐久性の向上、コンパクト化等に資する技術が期待される。

■火災・防火対策技術
　防災性能を持たせた繊維製品など、不燃化に資する製品等の
開発が期待される。また、電気火災を防ぐ各種感震ブレーカー
の低コスト化、設置の簡易性、信頼性向上が求められる。

■その他技術（避難生活に関する技術・製品）
　避難生活の負担軽減のため、衛生面（簡易トイレ等）や食生
活（保存食、浄水器等）等に関する技術・製品が求められる。

 エ．市場動向
■当面の耐震工事需要の対象となる建物ストックは、200 万棟、5 億㎡程度、耐震工事需要額で約 5.0
兆円と想定される。（建設経済レポート（財）建設経済研究所）
■内閣府が推計した国土強靭化に関する民間の市場規模（2020 年時点）では、「非耐震建築物戸建て
の建て替え（解体＋建設）」が 1.0 兆円、「企業における設備の耐震化（滑動・転倒防止等）」が 8,919
億円とされている。（内閣府）

分野：危機管理分野
テーマ①：防災・減災に関する技術・製品の開発

耐震強化に使われるゴム（左）とダンパー（右）

（清水建設（株））

災害情報の共通基盤の概要

（総務省ＨＰ）

耐震強化に使われるゴム（左）とダンパー（右）

（清水建設（株））

防炎災害用間仕切り

災害情報の共通基盤の概要

6 6

（（公財）日本防炎協会HP）



 

次世代イノベーション創出プロジェクト2020イノベーションマップ (概要版 ) 次世代イノベーション創出プロジェクト2020イノベーションマップ (概要版 )
14 15

  ア．現状と技術的課題
■高齢者を狙った特殊詐欺や女性を狙ったストーカー犯罪の発生など、都民に不安を与える犯罪等の
撲滅には至っておらず、体感治安は十分に改善されていない。
■インターネットが普及する一方、サイバー犯罪の手口は悪質・巧妙化しており、社会全体のサイバー
犯罪対処能力の強化とサイバー空間の安全・安心の確保が求められている。
■オリンピック開催により交流人口の増加が予想される一方、交通や物流の混乱が懸念されている。

 イ．今後成長が見込まれる技術・製品の代表例
■防犯カメラ・画像解析システム、侵入探知・出入管理システム、情報セキュリティ、異物検出・混
入防止システム、流通支援システム等

 ウ．技術・製品開発の動向と課題
■防犯カメラ・画像解析システム
　詳細な画像認識が可能なメガピクセル以上の高
画素化・大容量化が進んでいる。今後は、人工知
能（AI）やロボットと組み合わせることで、不審
者の表情や行動等から異常を予測する高度な解析
技術・製品や、高画素数の画像を送受信できるネッ
トワークが求められる。

■侵入探知・出入管理システム
　生体認証技術やセンサーの精度向上に加え、災
害時のバックアップに資する技術・製品の開発が
期待される。

■情報セキュリティ
　サイバー犯罪の手口の悪質・巧妙化に伴い、ファイアウォール、ＳＳＬ、暗号化に資する製品等の
開発が期待される。

■異物検出・混入防止システム
　磁気検出式、エックス線式、光学カメラ式等がある。金属異物の検出を可能とする高機能化や、
安全機能の強化が求められ、センサーやカメラ等の精度向上などの技術・製品の開発が期待される。

■流通支援システム
　交通における渋滞緩和や事故の防止、物流の最適化・効率化等により、災害等の非常時にも「人・
モノの移動」における安心・安全を実現する技術が求められる。

 エ．市場動向
■防犯設備の市場規模は 2008 ～ 2014 年度まで 1 兆円前後でほぼ横ばいに推移しており、安定的な需
要が見込める市場といえる。（（公社）日本防犯設備協会）
■2014 年度の情報セキュリティ市場は 8,428 億円で、2016 年度には 9,803 億円に達する見込みである。
（NPO日本ネットワークセキュリティ協会）
■安全運転支援装置・システムと渋滞情報提供・予測システムの世界市場規模は、2030 年にそれぞれ
20 兆円、30 兆円に達する見込みである。（首相官邸）
 

分野：危機管理分野
テーマ④：生活の安全・安心に関する技術・製品の開発

  ア．現状と技術的課題
■我が国のインフラは老朽化が進んでおり、従来どお
りの投資を継続した場合、今後 50 年間に必要な更新
費の約 16％（約 30 兆円）が不足すると推計されて
いる。
■国は「新たな成長戦略　戦略市場創造プラン」の中で、
「安全・便利で経済的な次世代インフラの構築」を 1
つのテーマとし、最先端の技術を活かしてインテリ
ジェント・インフラの実現を目指すとしている。

 イ．今後成長が見込まれる技術・製品の代表例
■非破壊検査技術、モニタリング技術、破壊検査技術、自己修復材料等の新素材、その他補修技術等

 ウ．技術・製品開発の動向と課題
■非破壊検査技術
　主に、CCDカメラ、センサー、赤外線、音波・電磁波等が用いられる。
今後は検査の高速化・高精度化に加え、ロボットやラジコンヘリの
活用による作業負荷の軽減が求められる。

■モニタリング技術
　各種センサーやレーザーによって構造物の振動・伸縮・傾き等を
分析・評価する技術。センサーの長寿命化や導入・維持コストの低
減に加え、計測されたデータの精度向上や解析・処理技術が求めら
れている。今後は、マルチコプターやドローンの普及が見込まれる。

■破壊検査技術
　サンプルを採取し、劣化状況を把握する技術。今後はハードウェア等による高精度化、操作性の
向上、低コスト化に資する技術・製品の開発が期待される。

■自己修復材料等の新素材
　自己修復の機能を埋め込まれた鉄鋼やコンクリート等の材料。すでに自己修復機能を持つ分子を
含んだ塗料やフィルムが開発されているが、今後は素材自体に自己修復機能を持たせる技術開発が
進むと考えられる。

■その他補修技術
　構造物の補修・修復により対象の劣化進行を抑制し、構造物の長寿命化、ライフサイクルコスト
低減に資する技術である。鋼材の錆対策やコンクリートのひび割れ防止策等が求められている。

 エ．市場動向
■インフラメンテナンスの世界市場は約 200 兆円であり、自動車の世界市場規模（約 175 兆円）をも
上回っている。（国土交通省）
■2030 年の世界市場では、インフラ点検・診断に関わるモニタリングが 20 兆円、センサーが 10 兆円、
自己修復材料等の新素材が 30 兆円とされている。（首相官邸）

分野：危機管理分野
テーマ③：インフラメンテナンスに関する技術・製品の開発

インフラ投資額の将来推計

（国土交通省ＨＰ）

セントラル警備保障の画像解析システム

（セントラル警備保障（株））

（国土交通省HP）

 
ドローンを活用したメンテナンス例

（セントラル警備保障（株））

インフラ投資額の将来推計インフラ投資額の将来推計

ドローンを活用したメンテナンス例

6 6
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　イノベーションマップ作成にあたり、大手（最終）メーカー及び東京都の関係各局に、技術・
製品開発の動向と今後期待される製品等についてヒアリングを実施した。

■優れた技術を持つ中小企業と現場（利用者）、当社及びプロジェクトを主導する役割を担う主体（コン
サルタント等）の参加により、商品開発の当初からチームとして機能することができるとよい。

■見守り機器において、データ解析分野での研究開発を進めていることから、データサイエンティスト
のサービス受託を行う企業等と話をする機会があるとよい。

■見守り機器において、ハードウェアは信頼性が求められるため、開発中の要素技術は取り入れていな
いが、ソフトウェアについては、IT 機器等の要素技術を取り入れる必要があると考えられる。

■医療機器開発において、データを収集するセンサーや、そのセンサーを使った端末機器、またその端
末機器を使ったデータ収集サービスは、外部に依頼することが考えられる。

■介護現場の画像診断サービスにおいて、介護レベルにより詳細な画像データが必要な場合やプライバ
シーへ配慮が必要な場合があり、現場の情報を収集して対応する企業があれば連携可能性がある。

■車椅子競技を始めるきっかけとなるような、安価・軽量でサイズ調整可能な車椅子。

■サイズや障害程度に合わせた調整を施設の一般事務員等でも行える車椅子。（例：エア調整で体にフィッ
トさせられるシートクッション）

■複数台の収納が容易となるよう工夫の凝らされた競技用車椅子。（スタッキング構造等）

■車椅子競技で体育館などの床に傷が付かないよう保護するシートやパネル。また、タイヤ痕や傷が付き
づらい車椅子のタイヤや、床に傷が付いてしまった場合に、即時補修できる充填剤。

■障害者がバリアフリー化されていないプールを利用する際、入出水時の助けとなる仮設階段のような
補助用具。

■競技用車椅子の利点を活かした一般用車椅子への技術の転用。

■障害者用スパイクの開発やセンサーを活用した製品分野など、新しい分野の開発においては、まだパー
トナー企業が少ないため、新しい企業との連携の可能性がある。

■ウェアラブルデバイスにおいて、機能の優れた高価格の製品より、機能は最低限でも導入しやすいよ
う価格を抑え、新たな用途の提案に優れた製品のほうが、中小企業との協業の可能性が高い。

■スポーツ用義肢装具は高い信頼性が求められる。また、製品を開発・販売するだけではなく、利用者
に合わせた調整や、購入後のメンテナンス等のアフターサービスが必要となる。

■スポーツ用義肢装具については、日本人と同じような小柄な体型のアジア向けの製品開発を行い、市
場開拓を図ることは、今後の可能性として考えられる。

■燃料電池バス、燃料電池フォークリフト、水素ステーション用設備や、製造時に CO2 を発生させない
再生可能エネルギー由来水素の活用などにおいても、広く技術開発が求められている。

■今後の水素社会の到来に向けて各社技術開発を進めている段階であり、研究開発・施策段階から協業
することで、主要なサプライヤーとなれる可能性がある分野である。

■分子量の小さな水素の漏れを防ぐシール材やバルブや液体水素の極低温下で使用可能な部材やセン
サー等の機器が求められる。

■燃料電池をはじめとするエネルギー機器自体はメーカーから調達するものの、設置の仕様（配管の状
況等）は地域によって異なるため、家庭へ実装する際にそれぞれの地域に合わせカスタマイズした部
品を必要とし、中小企業の協力を仰ぐことが多い。

■廃棄物の中から効率的にリサイクル資源を回収するための選別技術については開発の余地が残されて
おり、有効な技術があるのであれば導入を検討したい。

■今後、光触媒技術を活用した材料が新築住宅に標準化装備されることがあれば、市場が拡大する可能
性がある。

■物体指紋技術、顔・音声認識技術等の認証技術や群衆の行動解析技術等を活用した新たなアプリケー
ションやサービスの開発。

■画像認識・解析技術をユーザー企業のニーズに応じてカスタマイズし、システム全体として組み上げ
る技術力。

■スマートフォンの位置情報（GPS 等）を活用して、地図上において各競技会場周辺や駅などの人の混
雑状況の把握や、災害発生時等に人の流れをリアルタイムに把握するシステム。

■会場警備時等に雑踏事故防止のため、拡声器により整理・誘導する内容を、多言語（英語、中国語、韓国語、
スペイン語、フランス語等）に同時翻訳できるハンドフリー型拡声器（言語は選択式）。

■災害時等の負傷者等の位置情報を把握できる携帯型探知システム。

※３ページ「開発支援テーマ」に合致していれば、ここで例示したもの以外の技術・製品開発も対象となります。
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■燃料電池バス 燃料電池フォ クリフト 水素ステ シ ン用設備や 製造時に CO を発生させない

■車椅子競技を始めるきっかけとなるような 安価・軽量でサイズ調整可能な車椅子

■物体指紋技術 顔・音声認識技術等の認証技術や群衆の行動解析技術等を活用した新たなアプリケ

 危機管理分野

 環境・エネルギー分野

 医療・福祉分野

 健康・スポーツ分野
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